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三重県建設工事発注標準 
 

（平成２４年６月１日適用） 

 

 

 建設工事の発注標準は、土木一式工事、建築一式工事、電気工事、管工事、ほ装工

事及び造園工事の工事種別について、別表のとおり定めるものとします。 

ただし、「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成７年政令第 372 号）」により規定される金額以上の対象工事（WTO 対象工事）に

ついては適用外とします。 

 

（１）総合点は、建設業法第２７条の２３の規定に基づく経営事項審査結果の総合評

定値（Ｐ）（以下、「経営事項評価点数」という。）に技術等評価点数を加算又は

減算して得た点数とします。 

 

      総合点 ＝ 経営事項評価点数 ＋ 技術等評価点数 

 

（２）経営事項評価点数は、平成２２年１０月１日から平成２３年９月３０日までの

審査基準日（当該業者の決算日等）における経営事項評価点数を適用します。な

お、許可行政庁の経営事項審査を受けていない者にあっては、経営事項評価点数

を最低点（１点）とします。 

  

（３）技術等評価点数は、以下の式により算出するものとします。 

 

  技術等評価点数 ＝ ① 工事成績による点数 

 － ② 資格（指名）停止期間による点数 

 ＋ ③ 環境マネジメントシステム導入による点数 

＋ ④ 品質管理マネジメントシステム導入による点数 

＋ ⑤ 契約後 VE 制度提案採用件数による点数 

 

① 工事成績による点数 

県が発注する工事で、対象期間に完成認定を受けた工事種別毎の工事成績の

平均点（小数点第２位以下切り捨て）に応じた表１の点数の欄に掲げる点数を

加算します。 

また、土木一式工事については、工事成績が安定して優秀な者に対して別途

加算します。（過去３年間の対象工事成績が３件以上あり、その平均点が８０

点以上かつ個々の工事成績が７５点以上の場合に、１５点の加算を行います。） 

 対象期間は表２の工事種別毎に定める期間とします。 
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表 １ 

工事成績 
点 数 

工事成績 
点 数 

以 上 未 満 以 上 未 満 

   ０ 

  ５０ 

  ５５ 

  ６０ 

  ６５ 

  ７０ 

  ５０ 

  ５５ 

  ６０ 

  ６５ 

  ７０ 

  ７５     

 －２０ 

 －１５ 

 －１０ 

 － ５ 

   ０ 

   ５ 

  ７５ 

  ８０ 

  ８５ 

  ９０ 

  ９５ 

  ８０ 

  ８５ 

  ９０ 

  ９５ 

 １００ 

  １０ 

  ２０ 

  ３０ 

  ４０ 

  ５０ 

   

 

表 ２ 

工事種別 対象期間 

土木一式工事、電気工事 

管工事、ほ装工事、造園工事 

平成２０年１０月１日 

から 

平成２３年９月３０日 

建築一式工事 

平成１８年１０月１日 

から 

平成２３年９月３０日 

 

② 資格（指名）停止期間による点数 

対象期間（平成２１年１０月１日から平成２３年９月３０日まで）に資格（指

名）停止を受けた月数（１か月未満の期間は１月とする）を５倍した点数を減

算します。 

ただし、減算は１２０点を上限とします。 

 

  ③ 環境マネジメントシステム導入による点数 

ISO14001 認証取得、又は M-EMS（みえ・環境マネジメントシステム・ス

タンダード）認証取得に対して表３の点数を加算します。 

      表 ３ 

 環境マネジメントシステム 点数 

ISO14001 ３ 

M-EMS ステップ１ ２ 

M-EMS ステップ２ ５ 

 

なお、ISO14001、M-EMS ステップ１及び M-EMS ステップ２の重複加

算は行いません。 

 

 ④ 品質管理マネジメントシステム導入による点数 

ISO9001：2000(JIS Q 9001：2000) 認証取得又は ISO9001：2008(JIS Q 

9001：2008)認証取得に対して、格付対象工事種別毎に 3 点を加算します。 

 

※③及び④の ISO 認証については、日本における認定機関である財団法人日本

適合性協会（JAB）または JAB と相互認証している認定機関に認定されてい

る審査登録機関で認証を受けたものとします。 

※③の M-EMS 認証については、一般社団法人 M-EMS 認証機構により認証を

受けたものとします。 
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※③及び④の認証取得による加算の技術等評価点数への反映は、三重県への届出

の受付日の翌々月１日以降とします。 

※③及び④の ISO 認証取得は、平成 23 年から経営事項審査の評価項目として追

加されたことから、平成 24年度以降の技術等評価点数は３点とします。 
 

⑤  契約後 VE 制度提案採用件数による点数 

対象期間（平成２１年１０月１日から平成２３年９月３０日まで）に契約後

VE 制度で提案が採用された企業に対しては採用１件に対し１５点を加算しま

す。 

また、共同企業体の構成企業に対しては、それぞれに１０点を加算します。 

ただし、加算は３０点を上限とします。 

 

（４）合併、分割及び建設業の譲受（以下「合併等」という。）を行った法人で、通

達（「建設業者の合併に係る建設業法上の事務取扱いの円滑化等について」平成

２０年３月１０日国総建第３０９号、「建設業者の会社分割に係る建設業法上の

事務取扱いの円滑化等について」平成２０年３月１０日国総建第３１３号及び

「建設業の譲渡に係る建設業法上の事務取扱いの円滑化等について」平成２０年

３月１０日国総建第３１１号）の規定に基づく経営事項審査を、三重県建設工事

発注標準策定要領第３条第２項に規定する期間以降に受審した法人にあっては、

当該法人の格付にかかる審査基準日は合併等の期日とします。 

 

（５）会社更生法及び民事再生法の規定に基づく手続き開始又は手続き開始の申し立

てがなされている場合で、通達（「経営再建中の建設業者に係る建設業法上の事

務の取扱いについて」平成１２年６月１日建設省経建発第１１１号）の規定に基

づき経営事項審査を受審したのち、一般（指名）競争入札参加資格の再審査の認

定を受けた場合にあっては、当該法人等の審査基準日は、三重県建設工事発注標

準策定要領第３条第２項の規定にかかわらず経営事項審査で認定する審査基準

日とします。 

 

（６）土木一式工事、建築一式工事、電気工事、管工事、ほ装工事又は造園工事の各

工事種別以外の工事で、経営事項評価点数を適用して発注する場合は、平成２２

年１０月１日から平成２３年９月３０日までの審査基準日（当該業者の決算日

等）における経営事項評価点数を適用するものとします。 
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 別 表 

 

１〔土木一式工事〕 

区分 設計金額 格付け基準 

A 3,000 万円以上 

① 総合点８４０点以上 

② １級技術者５名以上 

 （うち３名の公共工事の主任技術者の実績） 

B 

2,000 万円以上 

 

8,000 万円未満 

① 総合点７６０点以上 

② １級技術者２名以上 

 （うち 1 名の公共工事の主任技術者の実績） 

C 3,000 万円未満 上記以外のもの 

 

 

２〔建築一式工事〕 

区分 設計金額 格付け基準 

A 5,000 万円以上 
① 総合点８１０点以上 

② １級技術者３名以上 

B 

1,500 万円以上 

 

１億円未満 

① 総合点７５０点以上 

② １級技術者１名以上 

C 5,000 万円未満 上記以外のもの 

 

 

３〔電気工事〕 

区分 設計金額 格付け基準 

A 1,500 万円以上 
① 総合点７７０点以上 

② １級技術者３名以上 

B 3,000 万円未満 上記以外のもの 

 

 

４〔 管 工事〕 

区分 設計金額 格付け基準 

A 1,500 万円以上 
① 総合点７８０点以上 

② １級技術者３名以上 

B 3,000 万円未満 上記以外のもの 
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５〔ほ装工事〕 

区分 設計金額 格付け基準 

A 500 万円以上 

① 総合点８３０点以上 

② １級技術者５名以上 

 （うち３名の公共工事の主任技術者の実績） 

B 2,000 万円未満 上記以外のもの 

 

６〔造園工事〕 

区分 設計金額 格付け基準 

A 全て 
① 総合点７２０点以上 

② １級技術者２名以上 

B 700 万円未満 上記以外のもの 

 

注１）区分への格付けは、別表に示す格付け基準のすべての条件を満たしていなくて

はなりません。 

 

注２）１級技術者とは、建設業法の各業種で必要とする監理技術者となり得る国家資

格の有資格者をいいます。 

 ただし、ほ装工事については１級舗装施工管理技術者も、１級技術者の有資格

者とします。 

 

注３）ほ装工事において、２級建設機械施工技士（ただし、種別は第３種、第４種、

第５種に限る。）又は２級舗装施工管理技術者は２名で１級技術者１名相当とし

ます。 

 

注４）公共工事の主任技術者の実績は、基準日（平成 23 年 11 月 1 日）から見て過去

５年以内に完成（引渡し）をした工事を対象とします。 

また、主任技術者としての資格を有し、現場代理人として全工事期間中の配置

実績を有する者も可とします。 


